
監理技術者等の工事現場における専任配置等について

（平成１６年３月３１日建管－３０９７）

１ 監理技術者等の設置

建設工事を施工する場合は、工事現場における建設工事の技術上の管理をつかさど

る者として主任技術者を置かなければならず、発注者から直接請け負った建設工事を

施工するために締結した下請契約の請負代金の合計額が４千万円（建築一式工事の場

合は６千万円）以上となる場合は、主任技術者に代えて監理技術者を置かなければな

らない。

ただし、余裕期間（余裕期間設定工事実施要綱（平成２９年２月１７日建政－１４

８８）第２条第１号に規定する余裕期間をいう。）においては、監理技術者等を設置す

ることを要しない。

２ 監理技術者等の専任の考え方

一件の請負代金の額が３千５百万円（建築一式工事の場合は７千万円）以上の建設

工事については、監理技術者等は工事現場ごとに専任でなければならない。

専任とは、「他の工事現場の技術者との兼任を認めないこと」を意味し、専任の主任

技術者又は専任の監理技術者は常時継続的に当該建設現場に配置しなければならない。

また、専任の期間については次のとおりとする。

1) 元請工事

発注者から直接建設工事を請け負った建設業者にあっては、契約工期をもって監

理技術者等の専任期間とする。

ただし、次に掲げる期間については、工事現場への専任を要しない。

① 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機

材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間）

② 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事

を全面的に一時中止している期間

③ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場

製作のみが行われている期間（工場製作過程において監理技術者等がこれを管理

する必要があるが工事現場への専任は不要）

④ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く）、

事務手続、後片付け等のみが残っている期間

ただし、いずれの場合も、設計図書もしくは工事打合簿等の書面により明確とな

っていることが必要であり、設計図書の記載方法は別紙によるものとする。

この期間において兼務可能な他の建設工事は、請負代金の額が３千５百万円（建

築一式の場合は７千万円）未満のもの、または、専任を要さない建設工事である。

また、工場製作の過程を含む工事の工場製作過程において工場製作のみが行われ

ている場合を含めて、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制の

もとで製作を行うことが可能である場合は、同一の監理技術者等がそれらの製作を
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一括して管理することができる。

なお、上記③については、発電機、配電盤等の電機品などを含め、工場製作を含

む工事全般を対象とするものであり、上記④については、発注者の都合により検査

が遅延した場合は、その期間も専任を要しないものである。

2) 下請工事

下請工事においては、施工が断続的に行われることが多いことを考慮し、専任の

必要な期間は、当該下請工事の施工期間とする。

3) 非専任期間の他の専任工事への従事

元請工事の監理技術者等については、1)②の期間に限って、発注者の承諾があれ

ば、発注者が同一の他の工事（当該期間内に工事が完了するものに限る。）の専任の

監理技術者等として従事することができる。その際、災害等の非常時の対応方法に

ついても、発注者の承諾を得なければならない。

また、下請の主任技術者については、担当する下請工事が実際に施工されていな

い期間に限って、発注者、元請及び上位の下請の全ての承諾があれば、発注者、元

請及び上位の下請の全てが同一の他の工事（当該期間内に工事が完了するものに限

る。）の専任の主任技術者として従事することができる。その際、災害等の非常時の

対応方法についても、発注者、元請及び上位の下請全ての承諾を得なければならな

い。

３ 監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の携帯

公共工事における専任の監理技術者は、監理技術者資格者証（以下、「資格者証」と

いう。）の交付を受けている者であって、監理技術者講習を過去５年以内（選任されて

いる期間中のいずれの日においても講習を終了した日から５年を経過することないが

こと）に受講した者から選任されていることを確認しなければならない。

また、当該建設工事に係る職務に従事しているときは、常時資格者証及び監理技術

者講習修了証（監理技術者講習修了履歴が記載されたラベルが資格者証の裏面に貼付

されている場合にあっては、当該資格者証）を携帯するよう指導するものとする。

４ 監理技術者等の雇用関係

監理技術者等は、当該建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者から選任さ

れていることを確認しなければならない。

1) 直接的な雇用関係の考え方

直接的な雇用関係とは、監理技術者等とその所属建設業者との間に第３者の介入

する余地のない雇用に関する一定の権利義務関係（賃金、労働時間、雇用、権利構

成）が存在することをいう。

したがって、在籍出向者、派遣社員については直接的な雇用関係にあるとは認め

られない。

2) 恒常的な雇用関係の考え方

県が発注する公共工事における監理技術者等については、所属建設業者から入札

参加資格確認申請のあった日（指名競争にあっては入札の執行日、随意契約による
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場合にあっては見積書の提出のあった日。）以前に３ヶ月以上の雇用関係にあること

が必要である。

ただし、震災等の自然災害の発生またはその恐れにより、最寄りの建設業者によ

り即時に対応することが、その後の被害の発生または拡大を防止する観点から最も

合理的であって、当該建設業者に要件を満たす技術者がいない場合など、緊急の必

要その他やむを得ない事情がある場合については、この限りでない。

なお、合併、営業譲渡又は会社分割等の組織変更の伴う所属建設業者の変更（契

約書又は登記簿の謄本等により確認）があった場合には、変更前の建設業者と３ヶ

月以上の雇用関係にあるものについては、変更後に所属する建設業者との間にも恒

常的な雇用関係にあったものとみなす。

また、雇用期間が限定されている継続雇用制度（再雇用制度、勤務延長制度）の

適用を受けている者については、その雇用期間にかかわらず、恒常的な雇用関係に

あるものとみなす。

3) 雇用関係の確認方法

直接的な雇用関係は資格者証、健康保険被保険者証または市町村が作成する住民

税特別徴収税額通知書等で確認するものとする。

また、恒常的な雇用関係については、資格者証の交付年月日若しくは変更履歴又

は健康保険被保険者証等により確認するものとする。

4) 持株会社化等による直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い

上記にかかわらず、在籍出向者に係る直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱いにつ

いては、建設業者の営業譲渡又は会社分割に係る主任技術者又は監理技術者の直接

的かつ恒常的な雇用関係の確認の事務取扱いについて（平成１３年５月３０日国総

建第１５５号）、持株会社の子会社が置く主任技術者又は監理技術者の直接的かつ恒

常的な雇用関係の確認の取扱いについて（改正）（平成２８年１２月１９日国土建第

３５７号）、親会社及びその連結子会社の間の出向社員に係る主任技術者又は監理技

術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い等について（改正）（平成２８年５月３

１日国土建第１１９号）及び官公需適格組合における組合員からの在籍出向者たる

監理技術者又は主任技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い等について（試

行）（平成２８年３月２４日国土建第４８３号）によることとする。

５ 監理技術者等の資格審査

監理技術者等としての適否は、資格者証、監理技術者講習修了証及び雇用関係の確

認資料を次の書類と同時に提出を求め確認するものとする。

1) 一般競争入札及び条件付き一般競争入札：競争入札参加資格確認申請書

2) 指名競争入札、随意契約：現場代理人・主任（監理）技術者選任届

６ 監理技術者等の途中交代

1) 途中交代を認める条件

次のいずれかに該当する場合は監理技術者等の途中交代を認めることができる。

① 監理技術者等の死亡、傷病、出産、育児、介護、退職等
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② 受注者の責によらない理由により長期の工事中止または工事内容の大幅な変更

が発生し、工期が延長された場合

③ 橋梁、ゲート、ポンプ、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工場製

作を含む工事であって、工場から現地へ工事の現場が移動する時点

④ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合

なお、いずれの場合であっても、発注者と発注者から直接工事を請け負った建

設業者との協議により、交代の時期は工程上一定の区切りと認められる時点とす

るほか、交代前後における監理技術者等の技術力が同等以上に確保されるととも

に、工事の規模、難易度等に応じ、一定期間重複して工事現場に設置するなどの

措置をとることにより、工事の継続性、品質確保等に支障がないと認められるこ

とが必要である。

2) 上記により途中交代を認める際の対応

① 監理技術者等について資格及び資格取得後の経験年数を同等以上（前任技術者

の経験年数以上または５年以上の経験年数）とするとともに、前任技術者と同等

以上の施工経験を有する者とする。

なお、一般競争入札及び条件付き一般競争入札により入札を行った工事の後任

技術者の経験については、当該工事の技術資料提出時に記載された配置予定技術

者の条件を満足するものとする。

② 技術者の変更に際し、引継に必要な期間については新旧技術者の重複配置を求

め、継続的な業務が遂行できるようにすること。

引継に必要な期間は１年以内の工期の工事においては７日間程度、１年を超え

２年以内の工期の工事においては１４日程度、２年を超える工期の工事について

は１ヶ月を目安とする。

③ 原則として同一履行年度内に技術者の再変更は認めないこと。

3) 監理技術者等の施工経験について

監理技術者等の途中交代がなされた場合の施工経験は、当該工事に従事した期間

の最も長い技術者のみを専任技術者の施工経験として認めるものとする。

ただし、２年以上監理技術者等として当該工事に従事した場合は監理技術者等の

施工経験として認めるものとする。

７ 営業所における専任の技術者との関係

当該営業所において請負契約が締結された建設工事であって、工事現場の職務に従

事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と営業所が近接し、

当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあるものについては、所属建設業者と

直接的かつ恒常的な雇用関係にある場合に限り、当該工事の専任を要しない監理技術

者等となることができる。

なお、この場合の建設工事の請負額は３千５百万円（建築一式工事の場合は７千万

円）未満の工事に限るものとする。
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８ 主任技術者から監理技術者への変更

当初は主任技術者を設置した工事で、大幅な工事内容の変更等により、工事途中で

下請契約の請負代金の合計額が４千万円（建築一式工事の場合は６千万円）以上とな

った場合には、発注者から直接工事を請け負った建設業者には、主任技術者に代えて

所定の資格を有する監理技術者の設置を求めるものとする。

ただし、工事施工当初においてこのような変更があらかじめ予想される場合には、

当初から監理技術者になり得る資格を持つ技術者の設置を求めるものとする。

９ 共同企業体における技術者等の設置

共同企業体が施工する建設工事において、下請契約の合計額が４千万円（建築一式

工事の場合は６千万円）以上となる場合は、原則として代表者が、監理技術者を専任

で設置しなければならない。また、その他の構成員については、国家資格を有する主

任技術者を専任で設置するものとする。

なお、工事内容や規模等によっては、その他の構成員にも監理技術者の設置を求め

ることができるものとする。

10 密接な関連のある二以上の工事

密接な関連のある二以上の工事を同一の場所又は近接した場所において施工する場

合は、同一の専任の主任技術者がこれらの工事を管理することができる（建設業法施

行令第２７条第２項）が、監理技術者についてはそれぞれについて専任でなければな

らない。

ただし、発注者が同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に

係る工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる構造物等に一体性が認められ

るもの（当初の請負契約以外の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）に

ついては、全体工事を当該建設業者が設置する同一の監理技術者等が当該複数の工事

全体を管理することができる。

なお、これら重複工事に係る下請契約の請負代金の合計額が４千万円（建築一式工

事の場合は６千万円）以上となるときは、工事現場には監理技術者を設置しなければ

ならない。

また、複数工事に係る請負代金の合計額が３千５百万円（建築一式工事の場合は７

千万円）以上となる場合、監理技術者等はこれらの工事現場に専任のものでなければ

ならない。

11 適用時期

平成１６年４月１日から施行し、同日以後に入札公告（公募型指名競争入札又は簡

易公募型指名競争入札に付す建設工事にあっては入札参加者の公募、通常の指名競争

入札に付す建設工事にあっては指名の通知、随意契約を締結する建設工事にあっては

契約の締結）を行う建設工事について適用する。
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（平成１９年３月２９日建管－２４２３ 一部改正（平成１９年４月１日から施行））

（平成２１年３月２３日建管－２９０３ 一部改正（平成２１年４月１日から施行））

（平成２８年５月３１日建政－３９１ 一部改正（平成２８年６月１日から施行））

（平成２９年２月１７日建政－１４８８ 一部改正（平成２９年２月１７日から施行））
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（別紙）

設計図書における監理技術者等の専任を要しない期間の明確化

設計図書（特記仕様書又は現場説明書）に以下の事項を記載する。

１ 現場施工に着手するまでの期間に関する記載方法例

(1) 現場施工に着手する日が確定している場合は、「契約締結後、 年 月 日までの

期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。」と記

載する。

(2) 現場施工に着手する日が確定していない場合は、「契約締結始後、現場施工に着手

するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるま

での間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。

なお、現場施工に着手する日については、請負契約締結後、監督職員との打合せに

おいて定める。」と記載する。

２ 検査終了後の期間に関する記載方法例

「工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く）、事

務手続、後片付け等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理技術者の

工事現場への専任を要しない。なお、検査が終了した日は、完成検査確認通知書の日

付とする。」と記載する。
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